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インデクセーションと物価指数
宍 戸 邦
?
1. はじめに
厳しいスタグフレーションの続くなかで，物価指数は，賃金や年金の物価ス
ライドなどを通して，国民生活に直接利害を及ぼすかたちでますます広範に利
用されるようになった。それにつれて， 国民の指数にたいする関心は， 「指数
と実感とのずれ」という問題から発展して，労働団体や自治体などが独自に指
数を作成し，具体的なデータをもって政府指数を批判するまでになってきた。
その場合， 高木秀玄教授の述べておられるように， 「すべての指数の作成お
よび利用にあたり，次の点に問題があることをまず理解しておく必要がある。
すなわち…・・・指数の作成の目的でそれがいかなる対象を記述すべきかがきま
り，指数作成の素材の選定，指数の基準時の選定，指数作成のウェイトの決
定，指数算式と平均算式の決定はその記述目的と対象とによってきまる。」そ
して「指数作成の目的は，指数そのものがもつ基礎的特徴によってきまる。1)」
すなわち，指数が何を測り，何を示すかという指数の対象反映性によってきま
るのである。これを指数利用の側面からいえば，それぞれの具体的な利用形態
について，与えられた指数の対象反映性したがって指数の目的に応じて，その
利用可能性，利用限界が明らかにされなければならないということである。
物価指数の最近の主要な利用形態の 1つは，貨幣の減価を救済するために各
1)高木秀玄「統計学総論』， 1967年， 355~356ページ。
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国で実施されているインデクセーションにおける利用である。古くよりたえざ
る物価変動の時期には，貨幣的契約において貨幣の実質的購買力を維持するた
め，金条項 (goldclause), 商品条項 (commodityclause), 指数条項 (index
clause)などの導入が試みられてきた。今日インデクセーション (indexation)
と呼ばれるものは上の指数条項の採用にほかならない。その内容，経済的意義
は採用される経済環境によりかなりの相違があるが，一般的にいえば，物価が
上昇するとき金利，年金，賃金などの貨幣的支払い額の実質価値を安定させる
ため，将来の支払い額を物価指数などなんらかの指数の変化にリンクさせてゆ
くという方式である 2)0 
インデクセーションの発想は1707年に遡るといわれるが，この概念が明確に
示されたのは19世紀にはいってジェボンズ等によってである。当時の主たる問
題点は十分に抱括的な物価指数を作成することができるかどうかということで
あり， 1886年， 1887年にはマーシャルがその実施を強く推奨するとともに，そ
のための物価指数を政府が作成すべきであると提案した3)。当然ながら，イン
デクセーションは当初からその基準となる物価指数をいかに作成するかの問題
を随伴するわけであり，またそれが物価指数発展の主要な要因となった。
本稿では，これまでの利用過程で生じてきた論点を整理しつつ，現行の消費
者物価指数の限界を明らかにし，賃金インデクセーションにおける基準指数と
してどのような指数が用いられるべきかを検討したい。まず，客観価値説の立
場から一般物価指数の基準指数としての不適合性を示す。つぎに，インデクセ
ーションの概況をみたうえで，消費者物価指数の賃金にたいする基準指数とし
ての限界を対象世帯との関連でとらえる。さらに消費者物価指数の限界を対象
2)インデクセーション (indexation)は直訳すれば指数化となるが，物価スライド制，
指数））ンク制 (index-linking), 価値修正 (monetarycorrection), エスカレー ク
一条項 (escalatorclause)とほぽ同様の概念である。
3)塩野谷祐一「インデクセーションをめぐる問題点」，『一橋論叢』第73巻第4号， 1975
年4月， 326~327ペー ジ。
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範囲について明らかにし基準指数としての生計費指数について検討する。さい
ごに，賃金を生産コストとみる観点からの基準指数の選定の問題を検討する。
2. インデクセーションと一般物価指数
近代経済学の流れの中では，マーシャル以降，ケインズ，ウィーザー， G•
ハーバラ等において， 物価指数の課題が一般物価水準（貨幣の一般的交換価値＝
貨幣の一般的購買力）の変動の測定から個別物価水準＝特定購買力の変動の測定
へと移行する4)。
労働価値説にもとづいてこの点を明確に示したのは蛸川虎三氏である。氏は
物価指数について，つぎの2つの場合を峻別する。
(1) 一般物価水準あるいは貨幣価値，貨幣の購買力の変動を測定する一般物
価指数。
(2) 「特定商品の特定量の価額の変化」あるいは「ある経済活動に必要なる
貨幣量の変化」を測定する特定物価指数。
蛸川氏が主として論じているのは一般物価指数の場合であるが，これについ
てはすでに内海庫一郎，高木秀玄，山田喜志夫，高崎禎夫，松村一隆の各氏に
よって検討，評価されている 6)。その結論を山田氏にしたがって要約すれば以
下のようになろう。
労働生産物たる諸商品の価格の変動によって表現される貨幣の価値の変動は
4) 岩井浩「貨幣価値と物価指数—いわゆる『物価指数の経済理論J の検討一ーー」， 関
西大学「経済論集』，第22巻第3号， 1972年10月，参照。
5)内海庫一郎「経済指数の意味と計算」．ェコノミスト編『対決する二つの経済学』，毎
日新聞社， 1958年所収。高木秀玄「蠅川統計学における『物価指数論』」，蜻川虎三古
稀記念，『現代の経済と統計』，有斐閣， 1968年所収。山田喜志夫「物価指数の基礎理
論」―価値形態論と物価指数一」，『国学院経済学』，第16巻第4号， 1968年3月，
392~409ページ。高崎禎夫「物価指数論史一物価指数論における近代経済学と客観
価値説」，佐藤博編著「現代経済学の諏流』講座現代経済学批判I,.日本評論社， 1975
年 3 月所収。松村一隆「物価指数の基本的問題一—•蠅川説の検討ー―-」, 『愛知大学法
経論集』，第81号， 1976年1月， 1~25ペー ジ。
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(1)貨幣商品金の価値そのものの変動による貨幣価値の変動， (2)価格の度量標準
の法的あるいは実質的な変動によるところの貨幣価値の変動， (3)商品そのもの
の価値の変動および商品の需給関係の変動による価格の変動にもとづく貨幣価
値の変動の複合なのである。「それは逆数的に基準時点と比較時点とにおける
ありとあらゆる諸商品の価格比の無限の系列によって表現される 6)」のであっ
て，統一的な完結した表現形態をもたない。しかもこの場合，貨幣の価値の変
動がいずれの要因から生じたかは価格比率そのものからは識別不可能である。
そして物価指数は形式的にはこの二期間における諸商品の価格比の平均値とし
て定義されるが，資本主義体制の下では，各価格比率を現実に規定している各
個別要因は無政府的であり，客観的に平均化の運動をするものではないから，
諸商品価格の比率の平均値は虚構である。結局，ありとあらゆる諸商品価格の
比率の平均によって貨幣価値を測定するという一般的物価指数は，貨幣の価値
表現において無限の系列からなり，一義性をもたないこと，加えて諸商品価格
の平均化の客観的根拠が与えられないことによって，その経済的意味の乏しい
ものとなる。かくして，われわれが問題とするインデクセーションにおいて，
あらゆる場合に適用できる単一の汎用的物価指数（一般的普遍的意味での貨幣の購
買力を測定する一般物価指数）は，理論的にも技術的にも作成できないことにな
る'1)。とはいえ，ィンフレーションが冗進するなかでたえず減価する通貨の購
買力を測定すること一ー，その 1つの応用形態としてインデクセーションの基
6)山田害志夫，前掲論文， 402ペー ジ。
7)加藤寛孝氏は，「物価指数を考える」（『統計』， 1973年2月号11~13ページ）において
「すべての種類の価格の平均的水準という意味での一般物価水準の変化， したがって
またインフレーションの程度を測定するような『一般物価指数』は，まだどこの国に
おいても作成されていない。..…•そこで筆者は, GNPデフレークーよりもいっそう
適切なインフレーションの指標として，少なくとも最終需要財市場と中間財市場の両
方をカバーする『一般物価指数」を作成することが必要かつ有用であると考える。
……今後国民経済計算体系に即して物価統計が整備されたならば，その結果として，
この『一般物価指敷」は容易に計算されるであろう。」 と述べておられるが， このよ
うな「一般物価指数」は便宜的有用性は高いかもしれないが，経済的にも統計的にも
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準となること一ーは，物価指数に課せられた重大な任務であることにかわりは
ない。
とすれば，われわれは特定の経済活動に必要な貨幣量を測定する特定物価指
数によらざるをえない。この個別的物価指数の任務は，特定の商品群にたいす
る通貨の相対的な購買力を測定することであり，それによって限定された範囲
であるがある程度物価変動を測定することが可能である。特定物価指数はその
性質上，指数の個々の利用形態について，定められた目的に応じて特定化され
た経済活動の範囲ごとに種々の指数が生じうる。インデクセーションの基準指
数として利用される場合，どんな指数を選定すべきかは，ィンデクセーション
の対象となる経済活動の範囲あるいは貨幣の購買力の範囲が目的に応じてどの
ように限定されるかによってきまる。賃金のインデクセーションの基準指数と
しては通常，生計費指数や消費物価指数と呼ばれる指数が採用されているが，
労働力の再生産活動の範囲あるいは労働者賃金の購買力の範囲をいかに限定す
るか，したがってまた基準指数の対象の範囲をいかに限定するかの問題が生じ
てくる。
3. 賃金のインデクセーションと消費者物価指数
インデクセーションは第二次大戦後，西ヨーロッパのほとんどの国で適用さ
れてきたが， 1960年代後半より世界的にインフレーションによる幣害が深刻化
するにつれて，プラジル，フィンランドなどにおいても極めて大規模，広範囲
に実施された8)。わが国では， 1973年から拠出制年金に関して消費者物価指数
の動きにスライドさせて年金額を引上げる方式が導入されている。
意味の乏しいものとなろう。
8)各国におけるインデクセーションの実施状況については， !Page,S., "International 
Experience of Indexing" (Liesner, T., and M. A. King, edt., In必xingfor 
Inflation, London, 1975, pp. 97~109), 荒憲治郎編『インフレーションと物価政
策』日本経済新聞社， 1976年3月等，参照。
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インデクセーションの主たる目的は，物価変動の及ぼす幣害を除去ないし緩
和することにあるとされる。すなわちまず第一に，インフレーションによって
生じる社会的不公平の是正。第二に，物価変動にともなう資源配分の歪みの改
善ないし円滑化である。さらにそれによって，第二義的にインフレーション自
体を抑制する役割をもつというが，それについては議論のわかれるところであ
り一概には論じられない。この目的に即してインデクセーションの対象および
方法が決定される。いかなる分野に適用するかは，各国のその時々の社会経済
情勢に応じてきめられる。一般にインデクセーションの対象範囲とされるのは
債権，預貯金などの金融資本であるが，賃金も自由市場での労資交渉によって
決定されない場合インデクセーションの対象となる。インデクセーションで最
も重要なことはインフレーションにともなう所得分配の不公平の是正であり，
勤労者世帯の生活の基盤である賃金，社会保障給付は基本的対象である。
賃金の物価スライド制の歴史は古く，第一次大戦後のインフレ期にはドイツ
を中心に相当の普及をみたがその後消滅した。第二次大戦後，再びインフレ的
傾向にともない各国において賃金のスライド制を採用する事例が一層多くみら
れた。わが国においても戦後まもなくこの制度は一部の企業において実施さ
れ，一応の成功を収めた9)。しかし，その後の高度成長過程では賃金上昇率が
物価上昇のテンポをこえるようになりスライド制は実効性を失なって制度とし
てのインデクセーションは行なわれていなかった。もっとも1960年代後半から
の減速経済下での持続的物価上昇傾向にともない，最近では物価上昇の後を追
ってある程度そのテンポにスライドさせて賃金を上げていくという型の事実上
の賃金インデクセーションが行なわれ，幾分はインフレ不公平の発生をカバー
してきた。ところが， 1973年秋オイル・ショック以降は物価暴騰により実質賃
金はマイナスに落込み， 1974年4月より一応プラスに転じたとはいえ，総理府
9) 渡辺年之助『スライド賃金—その理論と実際』， 労務行政研究所， 1949年1月にお
いて，戦後日本におけるスライド制の具体例の紹介およびその賃金安定政策としての
諸問題の検討が試みられている。
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の家計調査によれば，全国勤労者世帯の1974年平均実質収入は 0.3彩減となっ
た。 1975年には月平均実収入は実質2.7彩増と若干の回復をみせたが，たちま
ち1976年4月以降は 6カ月連続して実質マイナスの新記録となった。こうした
事態は，企業別労働組合組織とそのための企業中心的労使関係という資本側に
優位な賃金決定基盤のうえでの，従来の日本型「インフレ後追いスライド制」
の限界をはっきりと示した。今後も高い水準の物価上昇と不況による実収入の
減少が続くことが予想されるという状況の中で，制度的に賃金インデクセーシ
ョンを導入しようとの動きが高まってきた。賃金インデクセーション導入には
賛否両論あり，また適用の範囲，方法，形式など検討すぺき多くの問題があ
る。
賃金インデクセーションの主要な問題の 1つはスライドの基準となる指数の
選定の問題である。賃金にリンクされる基準指数の数値の大小は，直ちに個々
の労働者の生活や企業の経営に影響を与えるばかりでなく国民経済全体にも重
大な結果をもたらすから，その選定には慎重な理論的，技術的検討を要する。
これまでの高成長期においては，国民所得や企業利潤の増大に合せて実質賃金
水準を上昇させることが目標とされ，物価指数とともに企業や産業あるいは国
民経済の生産性指数なども賃金決定の基準とされた。しかし，最近のスクグフ
レーションの下では，一定の実質賃金の維持が第一目標とされるから，労働者
世帯の生計費指数や消費者物価指数を用いるのが通常である。各国の賃金決定
機構は各国それぞれの労働経済事情や制度，慣行などにより大きく異なる。以
下に諸外国のインテグセーションの若干の例をあげておこう。
アメリカでは， 1976年現在主要な団体交渉単位における労働者の 58彩592万
人が生計費エスカレーター条項 (COLA)の対象になっていると見積られる。指
数は労働統計局「都市賃金労働者および事務労働者消費者物価指数」である。
これを1977年から新「全都市世帯消費者物価指数」に変更しようとする政府案
は，労働組合の猛反対をうけ，結局1977年から 3年間は新旧両指数を作成し，
その変化の状況をみてその後の方針を決定することとなった10)。
225 
632 闊西大學「継清論集」第26巻第4・5合併号
フランスでは， 60年代末から70年代にかけて民間および公共部門でエスカレ
ーター条項を含む協約が締結されるようになった。基準となる生計費指数は多
種多様である。最低賃金は政府の新295品目指数にリンクされており，これに
リンクするものが多数であるが，国立統計経済研究所 (INSEE)の消費者物価
指数も相当採用されている。フランスで特徴的なのは多数の労働組合がそれぞ
れ独自の世帯類別生計費指数を作成公表していることである。民間協約のうち
あるものはこれらを採用している11)0 
イギリスでは， 1973年11月からの第3段階の所得政策のもとで厳しい賃金統
制が実施されているが，閾値協定 (thresholdagreement)による支払いは賃上
げ限度の外におかれている。すなわち1973年10月の小売物価指数を基準として
指数の増加が7%をこえる 1%毎に週40ペンス以内の賃上げを認めるというも
のである。基準指数としては他に GDPデフレーターが勧告されている12)0 
またイギリスでは 1人および2人年金世帯小売物価指数も作成されている。
デンマークでは，基準として政府算定の「賃金スライド指数」という特別の
物価指数が用いられている。 67年の平価切り下げ後の輸入物価の上昇に際し，
政府は「賃金調整指数」から輸入物価の影響分を除去する提案を行なったが，
関係者の反対により実現しなかった13)。その他イタリアでは， 低所得者に対
する生計費手当にだけ利用する特別指数がある。またスウーエーデンなどでは
10)金子美雄「消費者物価スライド制について-賃金のインデクセーション＿」，『季
刊賃金研究』，産業労働調査所， 1975年春季号， 110ページ，参照。
11)金子美雄，前掲論文， 102,110ページ，参照。なお労働組合の指数は，フランス総同
盟 (CGT)ーパリ地区借家子供2人熟練工世帯，労働者の力 (FO)ー中都市単身
者最低生活喪，幹部職員技師連合 (UCT)一幹部職員4人世帯（全国），全国家族協
会同盟 (UNAF)一家計費子供2人世帯 (6オと10オ），青年2人世帯 (15オと17オ），
民間家族協定全国同盟 (CNAPF)ーパリ地域金属労働者4人世帯， などである。
12)塩野谷祐一「イギリスー労働党政権の物価政策」（荒憲治郎編， 前掲書， 第3章） 71 
~101ページ参照。
13)労働省情報解析課「ベルギーの賃金エスカレータ一条項」， 『労働統計調査月報』， 労
働省， 1975年1月， 23~24ページ，参照。
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年金生活者用特別生計費指数が作成されている14)。
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次にこれら基準指数の適合性を歴史的沿革をたどりながら検討していこう。・
20世紀に入ると各国において生計費指数の作成が試みられるようになり，第
一次大戦を契機とする物価上昇と生計費の上昇に際して，労働者の賃金引上げ
要求が一段と強まるにつれて，生計費の一般的変動を示す指数作成への要望が
強まった。この時期においてアメリカおよびイギリスでは，労働者世帯の生計
費の変動を示す包括的生計費指数が作成され，賃金の購買力指数として賃金協
定における貨幣賃金の調整や実質賃金の算定のための基礎資料として使われ
た。 ILOにおいても，「第2回国際労働統計家会議15)」において「生計費指
数と実質賃金の国際比較」というテーマで討議が行なわれ，実質賃金算定のた
めの生計費指数の国際的標準が定められた。
このように生計費指数はもともと賃金調整のために作成されたものであった
が，第二次大戦を通じての生活構造の急変とインフレーションの高進は，戦前
基準の固定マーケット法による生計費指数と現実の生活費との乖離を拡大し，
各国において賃金調整手段としての生計費指数にたいする批判を招くにいたっ
た。戦時アメリカでは，政府当局と労働団体との間で活発な生計費指数論争が
展開され，その結着がつかないまま理論的困難を回避するため， 1945年に生計
14) Cf. Geluck, J., Wage Indexation, OECD, 1973, 訳邦「賃金インデクセーション」
『海外労働経済月報」，労働省， 1974年7月， 20~21ページ，参照。諸外国での賃金イ
ンデクセーションの実施状況については，石田祐幸「賃金のインデクセーションにつ
いて」，『ESP』, 1975年2月， 27~28ページ，に要約されている。
15)アメリカでは， 労働統計局により食料費指数が 1903年から第一次大戦まで作成され
た。綜合的な生計費指数は第一次大戦中の1919年に工業中心地の賃金労働者と事務職
員にもとづくウェイト構成によるマーケット・バスケット方式の指数が作成された。
これは数回改訂がなされたが，基本的には第二次大戦まで継続され現在の消費者物価
指数の原型となっている。イギリスでは，綜合的な生計費指数は雇用省により， 1914
年以来労働者階級の標準的生活を維持するために必要な費用の平均的変動を測定する
目的で作成された。 1947年暫定小売物価指数が作成されるまで継続した。
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費指数から消費者物価指数へ呼称変更された18)。 これら各国の動向を受けて
ILO「第 6回国際労働統計家会議」 (1947年）において，消費者物価指数への
呼称変更が決議されるとともに，消費者物価指数の概念および方法について国
際的標準化が行なわれた17)。
わが国はこれを直輸入して総理府統計局の指数も消費者物価指数という名称
を用いることになった。ところが統計局指数にはそればかりでなく，物価変動
の測定という目的に規定されて，指数世帯に労働者世帯以外の異質な家計を混
入したため，それらを全体として平均した実体の乏しい「消費者世帯」につい
ての総合的指数という曖昧な性格をもつことになった。統計局によれば現行の
「消費者物価指数は，全国の消費者世帯（農林漁家世帯及び単身者世帯を除く）が購
入する各種の商品とサービスの価格を総合した物価の変動を，時系列的に測定
するものである。すなわち，消費者物価指数は家計の消費構造を一定のものに
固定し，これに要する費用がどう変るかを指数値で示したものである。18)」そ
れゆえ，統計局指数は物価指数であって生計費指数ではないとする。しかし消
費者物価指数の沿革からも明らかなように，それが家計の消費支出構成をウェ
イトとして算定されるかぎり，一定の生活を営むに要する費用すなわち生計費
の指数としての側面をもっている。といっても，生計費指数の当初の目的から
すれば，指数の対象は労働者世帯という特定の同質的経済集団が前提され，指
数品目とウェイトは標準的労働者世帯の生計費の質料構成を反映していたわけ
であり，現行指数はむしろこの点で生計費指数としての性格がより稀薄になっ
たことは重大である。アメリカでは名称変更にもかかわらず，現行指数におい
16)論争の概要については，岩井浩「消費者物価指数の対象反映性一労働力の価値形態と
消費者物価指数ー」，関西大学，『経済論集」創立十周年記念特輯， 1975年11月， 105~
108ページ等，参照。 なお当論文では， 客観価値説の立湯から消費物価指数の対象反
映性について総括的に論じられており，本論文においてもそれに多くを依拠した。
17)岩井浩，前掲論文， 109~113ページ，参照。
18)総理府統計局『昭和50年基準 消費者物価指数の改正について』， 1976年10月， 3ペ
ジー。
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ても基準となる世帯は「都市賃金労働者ならびに事務職員」世帯である。指数
の対象世帯を拡大しようとする政府の計画は，労働者階級の生活実態を反映し
なくなとの反対を受けていることは前記のとおりである。西ドイツの生計物価
指数(DerPreisindex fur die Lebenshaltung)では「都市に居住し世帯主収入の
みの平均所得の4人家族の勤労者世帯」が基準世帯とされている。西ドイツで
は他に詳しい内容の階層別物価指数が作成されていることは周知のところであ
る。これにたいし日本の消費物価指数の「消費者」は「このなかには資本家，大
企業の役員，高級官僚もすべてふくまれるノッペラボーの消費者である。19)」
「社会の諸階級（諸階層）は，資本主義的生産関係に占める位置によって，その
生活様式と消費生活の内容に著るしい差異がある。この差異を無視した『全国
平均消費者世帯』は，一つの『虚構」であり，『擬制的平均』である 20)」。
もっとも最近では，世界的に，消費者物価指数の対象範囲を，当初の労働者
階級という特定の狭い範囲から都市部の全世帯，全国の全世帯へと漸次拡大す
る傾向がみられる。それは消費者物価指数の利用範囲が拡大されたこと，とく
に国民経済計算体系の価値系列のデフレーターとして全人口を対象とする物価
指数が要請されてきたことによる。たとえば周知の「スティグラー・レポート』
(1961年）では，主観価値説の立場からではあるが消費者物価指数を生計費指
数とみながら，指数対象範囲の拡大を提案している。「全人口を対象とする包
括的な消費者物価指数こそ，われわれが基本的に必要とするものである。この
指数こそ，国民全体の福祉の変化を測定し， インフレーションを測定する（し
たがって財政金融政策の指針となる）のに適切な指針である 21)」 とする。 しかし
19)松村一隆「消費者物価指数について」，『愛知大学法経論集」， 第58号， 1968年10月，
87ペー ジ。
20)岩井浩，前掲論文， 1975年1月， 144ペー ジ。
21) U. S. Govern加 ntPrice Statなtics,"Hearings before the Subcommittee on 
Economic Statistics of t加 JointEconomic Committee, Gongress of the United 
States" (87th Congress, First Session), U. S. Government Printing Office, 
Washinton D. C., 1961, Part I (24 January 1961) p. 56, 邦訳， 日銀統計局，統
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その非現実性と理論的矛盾が指摘されているように22)' このような経済的に
無意味な平均化のおこなわれた包括的指数が賃金調整目的にはもちろん，国民
経済計算におけるデフレークーとしても利用できないことは明白である。要す
るに，わが国の現行の消費者物価指数は， 1つの平均的な消費生活を営むに必
要とされる費用の比率という形で計算される一種の生計費指数であるが，誰の
どんな消費生活を選ぶか，つまりどんな品目，価格，消費構成を対象とするか
について，特定の目的を想定したうえで明確に規定されているわけではない。
指数の利用形態，利用目的と指数の性格，内容との対応関係がますます断絶し
ていく方向にある。「何にでも少しは役に立つ， しかし特殊な目的にはビック
リとは役に立たない28)」「汎用物価指数」は，統計利用の本来の姿に全く逆行
するものである。
以上のように，消費者物価指数が一面では生計費指数としての痕跡をのこし
ながら他方で汎用指数的側面を強めていることは，インデクセーションの基準
指数としての利用の根拠を与えつつも客観的な適合性をますます乏しいものに
している。賃金インデクセーションの適用範囲は指数の代表する消費構造とあ
る程度同質性をもった社会階層に限定すべきである。指数化された賃金が過大
評価されるか過小評価されるかにかかわらず，基準指数の代表性，すなわち指
数世帯とインデクセーション適用世帯との間の生活内容の対応性をたえずチェ
ックしなければならない。個々の消費者世帯は平均世帯すなわち指数世帯を中
心に分布するといっても，現実には多くの標識について分布の範囲が広くしか
も一方に偏っている。現実の生計費についてはその内訳の分布つまり指数のウ
ェイトに偏りがあるとともに総額の分布が下方に大きく偏っている。全消費者
計研究資料，第18号『連邦政府の物価統計ー検討， 評価および観告ー』， 34ペー ジ。
22)岩井浩，前掲論文234~240。および石田望『物価指数ーその実態に無関心でよいか』
' (白日社， 1974年5月， 135ペー ジ）， 「『消費者物価指数論』考」（『経済』， 1977年1
月）をみよ。
磁）森田優三＿座談会「将来の消費者物価指数を語る」（『統計』， 1966年11月号）にお
ける発言 (4ペー ジ）。
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平均世帯と労働者標準世帯との間にこの2つの乖離が生じるから，物価が跛行
的に変動する場合大多数の労働者世帯にとって必要生計費の上昇率が指数世帯
のそれを上回ることがある。その場合，全体集団を平均した単一の指数にリン
クされた大多数労働者の調整賃金は実質購買力を維持できない。換言すれば，
標準生計費（標準的労働者世帯の生活に必要な諸商品価格集計）の上昇を補填しない
調整賃金は労働力の価値（標準的労働者世帯の必要生活手段諸商品の価値）以下に低
下し， その賃金では労働力の再生産費（標準的労働者世帯の労働力の再生産に必要
な生活手段諸商品の価格の集計量）をまかなうことが困難となる。したがってイン
デクセーションによって実質賃金を維持するためには，異質な世帯を平均して
しまうのでなく，できるだけ同質的労働者家計ごとの指数すなわち階層別指数
を用いる必要がある。階層別物価指数の必要性は従来から指摘され，さらに最
近，実感と指数のずれをめぐって活発な議論が展開されるとともに，各種団体
により試算が行なわれるに到った。統計局でも75年8月に収入階層，職業，世
帯主年令別の特別試算を発表した。階層別指数についてはここでとりあげない
が，ただ，今後の方向としては，指数と実感のギャップの分析だけでなく，実
際のインデクセーションに利用できる賃金決定要素を分類標識とする階層別指
数を作成することが望まれる。
4. 消費者物価指数の限界と生計費指数
上記の意味で適正な階層別指数が作成されたとしても，消費者物価指数は賃
金インデクセーションの基準指数としてはいくつかの本来的限界をもってい
る。
第ーに，消費者物価指数の対象品目が消費支出に限定されていることであ
る。賃金の本質を労働力の価値ないしその貨幣的表現である労働者と家族の標
準的な社会的生活費としてとらえるかぎり，賃金調整の基礎となる指数のカバ
レッジは，あくまでこの生活費の範囲に対応するものが望ましい。ところが現．． 
行の消費者物価指数は物価変動による消費生活の費用の変化を測定することを
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目的とし，指数品目は「家計消費支出の範囲に限定している。したがって税金
や社会保障費などの非消費支出，貯金，保険金，有価証券購入などの貯蓄およ
び財産購入などの支出，はその範囲に含まれない2心」。税金などの「非消費支
出」や土地，住宅購入費などの「実支出以外の支出」も労働者が社会的生活を
維持していくうえで不可欠の出費であり，労働力再生産に役立つか否かにかか
わらず終局的には賃金から弁済せざるをえない。これら生活必需の出費の変化
を反映しない指数は賃金調整の基礎として不十分である。これら出費の変化は
価格変化ではないが，物価変動の影響を大きく受ける。たとえば，賃金が物価
にスライドして増加しても，超過累進制の所得税率が固定されていると課税額
も増えそれだけ税引可処分所得は目減りする25)。また「実支出以外の支出」
に分類される住宅，土地は生活に不可欠の資財であるし，その価格は一般物価
以上に急騰している。個人貯蓄もその大部分は財産形成というより，社会保障
の不備から，将来の事故や住宅確保にそなえる不可避的支出に属する。しかも
それがインフレ下でたえず減価されながらも，有効な対応がとれないままに一
層の貯蓄をせざるをえない状況にある。物価騰貴およびその他要因によるこれ
ら不可避的支出の増分すなわち実質的労働力再生産費の目減り分を補填するた
め，これらを含めた生計費指数に賃金をスライドさせよという要求が生まれる
のは当然である。消費者物価指数の範囲に労働者の生計費に含まれる消費支出
以外の支出を包含すべきことはすでに多くの論者によって指摘されており，そ
のような試算も春闘共闘委員会などによりおこなわれている 26)。
第二は，消費者物価指数は労働者世帯の生計費の変動そのものは反映しない
24)総理府統計局「消費者物価指数年報』， 1975年4月， 134ペー ジ。
25)フランスでは1968年以降所得税にインデクセーションが導入されている。オーストラ
リアでも1975年に賃金のインデクセーションを導入した後， 1976年7月から所得税の
物価スライド制を実施した。『賃金研究』 1976年，秋季号， 105~107ページ，参照。
26)上記の点および階層別物価指数については，春醐共閾委員会『くらしを反映する指数
を一一消費者物価指数の問題点をえぐる一-J.1976年7月， 所収の諸論文をみよ。
問題点と試算結果が要約紹介されている。
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ことである。労働者の必要生計費（労働力再生産費）は物価変動ばかりでなく，
労働および生活の場における社会経済的諸条件の変化に規定されて半ば強制的
に変動せられる。最近における教育費，通信交通費，教養娯楽費の増大および
これに伴なう家計支出構成の変化のほとんどは，生活水準の上昇によるのでな
く，労働および生活環境の変化に拘束された労働力再生産費の増大，変化のあ
らわれである 27)。消費者物価指数（ラスパイレス指数）は基準時の固定された
消費生活を維持するに要する費用の，物価変動による変化のみを示し，これら
生活水準の維持のためのやむをえざる生活費の絶対的増大および構成的変化を
とりあげない。もちろん生活水準の向上とみなされる消費量の増大や高級財ヘ
の移行による生活費の増大は全く表わさない。この限界はもともと消費物価指
数に前提されていることであるけれども，この指数に自動的にリンクしただけ
の調整賃金では生活水準の維持ないし向上が確保されないということである。
賃金調整の基準には，少なくとも生活水準（あるいはもっと広義の福祉水準）のう
ち，賃金水準によって直接に規定される消費水準および必要生計費水準の変化
が反映されなければならない。
それならば，つぎにこの部分をいかに評価算定するかが問題となろう。「生
計費の変動の中から生活程度の変化によるもの除外して物価による変動だけを
抽出した指数を作ることが可能であるかのように考えたことに間違いがあっ
た」のであり，「『社会通念として常識的な生活様式や生活水準の変化をその中
に含めた家計支出額の比を物価指数とみなす」より以外に方法はない28)」の
であろうか。
この場合，われわれはもはや物価指数ではなくはっきりと生計費指数を想定
している。生計費スライド制のリンク指数としては，まず「標準生計費指数」
27)労働強化，労働力のスクラップ・アンド・ビルドおよび生活環境の悪化，生活圏の広
域化，とくに社会的共同消費手段の絶対的，相対的不足などによる支出の増大，変化．
である。
28)石田望，前掲書， 137~138ペー ジ。
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が考えられる。標準生計費指数は理論生計費と実態生計費によって算定され
る，理論生計費は標準世帯について労働力の再生産を確保しその時の標準的社
会生活を営むに必要な数量を各費目毎に決定し，それの購入金額を合計して標
準生計費を算定する。この方法では何をもって標準的生活とするかを客観的に
決めることが困難である。人事院の『標準生計費』では「最もありふれた」
（＝並数）生活を標準的とみて，食料費についてはマーケット・バスケット方
式，食料費以外については「マルチフ゜ル方式」によって算定している 29)。標
準生計費を単なる目安とするのでなく，大規模な賃金生計費スライド制の客観
的基準として用いるためには，関連する社会科学および自然科学の理論に基づ
いて，標準的生計費の内容が設定されることが前提である。それにはとくに前
記の意味において物価変動以外の要因による生計費の変動部分の分析が必要で
ある。そのための理論的，技術的問題の解決は今後に残された大きな課題であ
る。当面の課題として現在作成されている標準生計費の検討があるが他日を期
したい。ただ，現行の標準生計費はほとんど，対象範囲が消費支出に限定され
ているので，これを実支出，さらに総支出に直して利用すべきことを指摘して
おく。なお，公表されている各期の生計費は算定過程で各費目の物価変動を物
価指数で調整した実額として示されるから，ここで生計費指数とはこれら生計
費実額の比を意味する。
また，実態生計費を基準とすると実質賃金が低下するおそれがあることに注
意しなければならない。実態生計費にリンクされた賃金は現実に行なわれてい
る平均的生活に必要な賃金であるから，強いインフレ期待のもとでは生活防衛
による生活水準の切り下げが行なわれ，それが次々とスライドされて生活悪化
29)理論生計費は，東京都分および全国平均分については人事院「標準生計費」， 都市別
については各都道府県人事委員会「標準生計費」がある。他に，厚生省「生活保護基
準」，総評「理論生計費」，同盟， IMF・JD「ビジョン生計費」などがあるが，設
定している生活内容がそれぞれ異なるので，算定された金額もかなり異なったものに
なる。
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を累積する。そして耐乏生活が一定期間続いた後に生計費が急激に膨張し強い
賃上げ要求を生む。同じことは基準時点の実態生計費の質料構成にもとづくラ
スパイレス物価指数の場合にもいいうる。指数の基準時点が不況にあたるなど
して，現実の生活に歪みがあれば，それがそのまま固定化されて指数に反映さ
れる。どちらの場合もスライドの基準とされる生計費の内容は正常な，標準的
なものでなければならないにもかかわらず，指数値の表面にあらわれない所得
の減少や価格上昇圧力による生活の歪みの実態を無視して利用されることが多
い。同様の限界はどのような指数を選択しょうと，指数が比率であるがゆえに
絶対的水準については何も語らないということから生じる。たとえ正しく作成
された生計費指数によってもスライド開始時の賃金水準が合理的に設定される
のでなければ，その後の調整賃金が常に労働力再生産に足るものであるとはか
ぎらない30)。
5. 賃金コストと物価指数の選定
さて，これまでは基準指数の選定の問題を，賃金の生活費ないし労働力再生
産費という側面に視点をおいてとらえてきたが，もう 1つ，賃金のコストとい
う側面に視点をおく見方がある。インフレーションの存在は当然ながら企業の
コスト高を伴うから実際の賃金決定においては，企業の賃金支払能力が非常に
重視され，ィンデクセーションの基準指数として，生産性指数が提唱されてい
る。また国民経済的に，賃金コストの上昇が物価をさらに押し上げ雇用量を減
少させるという考え方からは，賃上げは実質経済成長率を目安とすべきなどと
されている 31)。
30)「諸君はつねに聞きたださなければならぬー一ー最初の額はいくらだったか？と」，マル
クス「賃金，価格および利潤』，岩波文庫， 36ペー ジ。
31)たとえば， 日本経営者団体連盟では，春闘のたびに「生産性基準原理」を提唱し，物
価動向に関わらず賃金を生産性上昇の範囲に押え込もうとしてきた。 77年春闘の賃上
げ率については年間実質経済成長率を目安にすべき， と主張している。
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企業経営の観点からは，賃金を物価指数にリンクさせる場合にも，消費者物
価指数に修正を加えるか，あるいは他の物価指数を選定すべきことが提案され
ている。すなわちつぎのように論じられる 82)。
賃金は，過剰な通貨量の増大によるインフレーションの結果としてもたらさ
れた物価上昇にリンクされるべきで，他の諸要因による相対価格変化にリンク
されるべきではない。なぜならば，経済の十分な調整のためには，物価上昇が
インフレ的誘因によるときは，それにつれて貨幣賃金を上昇させなければなら
ないが，相対価格効果（たとえば間接税の全般的引上げ，交易条件の悪化）によると
きは，早晩，消費者物価が貨幣賃金の一般的水準に比し相対的に上昇して実質
生活標準の低下を招来せざるをえない。賃金が消費者物価指数にスライドされ
るとこの間の調整が遅延する。たとえば間接税の全般的引上げによる消費者物
価の上昇に貨幣賃金がスライドされると，実質消費の抑制により個人セクター
から政府部門へ資源を移転するという経済調整の目的が妨げられる。また，間
接税引上げ分だけふくらんだ消費者物価指数にリンクされた賃金（コスト）は企
業の（課税前）販売価格したがって企業利潤にたいし相対的に上昇する。それゆ
え一般の企業は短期的にはこの高い賃金を受け入れるとしても，それに応じて
産出高と雇用を減らすと同時に価格の引上げをはかり，それ以降は賃上げを認
容できるレベルに抑えようとするであろう。そうすると政府は政策立案にあた
って本来のメリットだけでなく，それが物価指数およびそれを基準とするイン
デクセーションに与える効果を考慮しなければならず，政府の税，補助金，為
替レートに関する政策実施の方向と範囲が限定される。
かくして，原則として消費者物価指数は賃金インデクセーションの基準とし
ては不適当であり，これら相対価格効果を除去した指数の作成が求められるわ
けである。デンマークおよびオランダでは基準指数から間接税の効果を除去す
32) Cf. Liesner, T., and M., King, op. cit., pp. 30~35, 138~139; West, C. J .• 
INFLATION: A Management Guide to Company Survival, London, 1976, pp. 
29~30. 
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る試みが行なわれたが，その過程は極めて複雑でしかも概念的にも統計的にも
多くの問題を含んでいる33)。それに替る方法はすでに作成公表されている他
の指数，たとえば GDPデフレーター（要素費用表示国民総生産価格指数）をイン
デクセーションの基礎におくことである。この指数は税，補助金，輸入価格を
含まないネットで計算されているので上記のような問題は生じない。むろんこ
のような指数の採用には多くの反対がある。しかし，一般的インデクセーショ
ンの目的は物価の相対的変動からの保護ではなく，物価の平均的水準の変動か
ら不安定要素を排除し資源配分の是正をはかることである。つまり賃金インデ
クセーションのねらいは交易条件の悪化や増税に起因する実質賃金の減少を防
ぐことではない。したがって基準指数としてはこれら要因を含んだ消費者物価
指数よりも GDPデフレーターが優れている，と主張する。
なるほど今日のハイパー・インフレーションの基本的要因は貨幣側にあり，
物価指数の傾向的変動のほとんどはインフレーションの結果である。けれど
も，どの指数を選定するかは海外貿易部門および政府部門の比重の大きい経済
にとっては決定的である。そこで以上の主張について若干の検討を加えておき
たい。といっても GDPデフレーターについて論じる余裕はないので，インデ
クセーションの目的との関連において，消費物価の国内課税前要素の指数が賃
金インデクセーションの基準指数として適当かどうかに限定する。
まず，間接税を含めるかどうかについて検討する。前記のように各国の現行
の消費者物価指数には間接税は含まれているが，直接税は除外されているので
それによってデフレートされた実質賃金の大きさは，政府支出を直接税と間接
税のいずれによってまかなうかに依存する。賃金を労務費ないし労働要素費用
としてとらえる立場（あるいは消費者物価指数を国民経済計算のデフレーターとする
立場）では，賃金は課税前で測定されるべきであるから消費者物価指数より直
接税はもちろん間接税も除外するのが望ましいことになる。しかし税収選択の
33) Cf. Page, S. A. B., "An International Survey of Indexing and its Effects", 
Nat加 alInstitute Economic Review, November 1974, pp. 46~60. 
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問題は財政支出の配分の問題に密接に関連しており，消費者物価指数から租税
を除外するということは，消費財の価格形成に直接関与する補助金などだけで
なく政府サービスをすべて除外することに通じる。したがって賃金を消費財お
よびサービスで測った労働サービスの価格とみるかぎり「間接税を除外した消
費者物価指数はより正しい実質賃金の測定の方向への一歩を意味する。けれど
も，消費者物価指数から政府サービスの除外に関する未解決の問題を残す。
••••••その結果，一方で公共部門が私的部門に比し増大しつつあるのに，消費者
物価指数を一国経済の私的部門の産出物の価格の測定のみに限定することは，
この指数の妥当性を減退させ，ひいては実質賃金計算の妥当性を減じることを
意味する84)」。
他方，賃金を労働力の再生産費とする立場（あるいは消費者物価指数を生計費指
数としてとらえる立場）からは，前述のごとく間接税はもとより直接税も消費者
物価指数に含めるべきであるとする。労働者世帯の税引実質可処分所得は労働
再生産費のよりよい近似である。もっとも「賃金は，労働力の再生産をまかな
う主要な形態ではあっても，唯一の形態ではなくなってきている。そして現代
では，発達した資本主義国において，この賃金だけでなく，社会保障制度によ
る給付や，給食，学校，保育所……などによる無料または低料金の共同サービ
スが，ますます多く労働力の再生産に役立つようになってきている。……これ
を労働力の『社会化』とよぶ85)」。この「社会化」された労働力再生産費は，
受益者負担，企業負担，国庫負担のいずれかによってまかなわれ，それらはま
た賃金，収益，税金に依存しているのであるから，一般物価の上昇ばかりでな
く，各種料金の引上げおよび増税と労働力再生産費すなわち賃金および労働力
再生産費のうち「社会化」された部分（いわば間接賃金）とを切り離して論じる
34) Kessel R A., "The Measurement and Economic Implications of the Inclusion 
of Indirect Taxes in the Consumers'Index", U. S. Government Price Statis-
tics, Staff Papper, p. 524. 
35)黒川俊雄『現代の賃金理論』，労働旬報社， 1976年11月， 55~56ページ。
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ことはできない。企業にとっても，労働力再生産の「社会化」の進展は，法人
税の引上げ要求と賃金以外の労働費用を増大させるが，一律の賃金引上げより
も総労働費用を節減する効果がある。さらに現代では，価格形成において政府
の財政支出による直接的関与が強まるとともに，国家財政の大きな割合が社会
的共同生産手段に支出され，企業全体としてそれ以上の生産コストの節減がお
こなわれている。この生産の社会化とそれにともなう生活の社会化の進展につ
れて，ますます大衆課税に依存しつつある財政支出による生産コストの節減分
だけ，賃金コストの引上げ余力あるいは価格引下げないし引上げ抑制の余地が
生じるわけである。したがって直接税，間接税あわせて租税負担を財政支出の
配分との関連で賃金決定に，またその基準となる指数に反映させるのは十分根
拠のあることである。
わが国では「高福祉・高負担」というかたちで，受益負担原則にもとづく公
共料金の引上げとともに税収と社会保険料負担の増大が図られている。こうし
た状況において労働者の側から，賃金のなかに税金，社会保障費などの出費を
反映させると同時に，労働力の社会化された部分を制度的に確保し，それを物
価にスライドさせていこうという要求が強くなってくるのは当然のなりゆきで
ある。多くの技術的難点はあろうが，基準指数あるいはスライド制度の中にこ
れらをとりいれておけば，ナショナル・センターでの賃金交渉毎の紛糾を避け
うるし，財政支出（資源配分）をチェックするというインデクセーションのね
らいに有効であろう。
また，インデクセーションをインフレーションのみに適用し，間接税の増税
による物価上昇に適用しない場合の効果は一概に評価できない。わが国につい
てみると，増税が計画されているのは，これ以上の赤字国債の発行はインフレ
ーションを高進させるので，それにかえて広範な増税とくに付加価値税を導入
しょうというのである。つまり政策局面では通貨増大によるインフレーション
と間接税の増税による物価騰貴がうらはらの関係にある。どちらも賃金の実質
購買力を減退させるのに，政策によって選択された財政政策の一方のみを賃金
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インデクセーションの対象にするというのは必ずしも合理性があるとはいえな
い。しかも，一般消費税の導入は，確かに資源を民間から政府へ移転させる効
果をもつけれども，消費の拡大が求められている現段階での政策目的は実質消
費の抑制にあるのではなく，主として財政危機の打解にあるといえよう。むし
ろその税負担の逆進的効果は所得分配の不公平を促進し，インデクセーション
の第一義目的に逆らうことになる。
つぎに，交易条件の悪化による物価上昇を基準指数に含めるかどうかの問題
も同様に考えられる。今日の過剰ドルを起点とする国際的インフレーションは
発展途上国にまで及んで資源，食料，原油などの国際商品の価格を急騰させ，
それがまた先進資本主義国のインフレーションを高進させている。国際的連関
性，同時性をもって発生している世界的物価騰貴の解決が困難で長期するほど
それに対処するための各種の国内的調整が必要になってくる。インデクセーシ
ョンを伴った「所得政策」はその有力な方策とされている。しかし日本のよう
に原燃料や食料の多くを海外に依存している経済においては，短期的な物価変
動の相当な部分が，海外要因によるものである。これらを除外した指数にリン
， クされた賃金の実質購買力は大幅に低下する。その上独占体制下で，賃金コス
トに比し，総コストに対する影響率のはるかに大きな原材料コストの上昇が価
格に転嫁されて新価格体系に移行すると．賃金は労働の再生産費以下にはるか
に切り下げられる。その結果としての国内消費の著しい減退を補なう輸出の増
大はかえって国際緊張をつよめ国際的スタグフレーションの解決を困難にす
る。むしろ長期的には，輸入価格の上昇を一方的に労働者の犠牲によって回避
するのでなく，交易条件悪化の影響を経済全体に波及させ，海外市場との連関
において資源配分を是正すること，すなわちそれによって現在の海外依存型重
化学工業という産業構造の改善を漸次はかっていくという方策は考えられない
だろうか。とはいえインデクセーションの経済過程は多岐にわたる問題を含ん
でいて，ここで結論めいたことはいえない。要するに現代の資本主義段階で
の経済過程に対する国家介入の強化と国際関係における相互依存性の深まりを
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示す重要な部分を欠落した消費者物価指数は国民経済運営の指標としてはもち
ろん，賃金インデクセーションの基準指数としても不適格である。
6. むすび
賃金調整手段としての消費者物価指数の基本的性格は，賃金を経済的にどの
ようにとらえるか，すなわち本質的に労働力の価値とみるか，それとも労働の
価格という現象形態でとらえるかに依存する。しかしこれまでの利用過程にお
いてはそのことが十分認識されないで指数の性格が理論的に規定されないま
ま，現実の要請に応じてさまざまの指数が作成されてきたわけである。本稿で
は賃金インデクスーションの基準指数として労働力の再生産費に対応する標準
生計費指数を選定する。つまり，われわれは賃金インデクセーションの基準指
数の対象となる経済活動を基本的に労働力再生産活動に特定化し，そして労働
力再生産の費用すなわち賃金の購買力の範囲を消費支出ばかりでなく必要生計
費全域に拡大する。標準的労働者世帯についてのこの必要生計費の 2時点間の
比が求める標準生計費指数にほかならず，これをさらに必要に応じて同質性の
高い世帯階層別に求めなければならない。
ところが実際の利用過程では，それぞれの社会経済環境のもとで設定された
インデクセーションの目的に応じて，基準指数の基本的内容が理論的に決定さ
れないで，それぞれの適用領域における労資の階級的力関係によってきめられ
ているのが現実である。そうして選定された指数（消費物価指数，一般物価指数，
GNPデフレーターなど）の対象反映性ー何を測り， 何を示すかーは極めて曖昧
なものとなり，それにリンクされた賃金が労働力再生産費をまかなうに足ると
いう必然性はない。むしろ現代資本主義のもとでは労働力の価値以下に低下す
る傾向をもち，現在の経済危機下でのさまざまな生活困難の根源となってい
る。
なお，本稿は，昭和50年度松山商科大学研究助成金による研究成果の一部で
ある。
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